
第９号様式　その１ （表）

１　事業者の氏名等

２　報告する事業所等の全体の状況（2019年度の状況）

３　報告する全事業所における合計二酸化炭素排出量の状況

４　評価の対象とする事業所

５　評価対象事業所における直近５か年度の状況

６　再生可能エネルギーの利用事業所数及び割合

７　評価結果

（日本産業規格A列4番）

ランク

t

㎡

kg-CO2/㎡

平 均 合 計 二 酸 化 炭 素
排 出 量 削 減 率

%

合計二酸化炭素排出量 5,812 ｔ

義務提出事業所 全事業所■ □

地 球 温 暖 化 対 策 の
取 組 に 係 る 評 価 ―

評 価 対 象 事 業 所

2015年度 2016年度 2017年度

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
利 用 事 業 所 率

0 kl
原 油換 算エ ネ ル ギー
使 用 量 の 合 計

条 例 第 8 条 の 23 第 2 項
報 告 事 業 所 数

0

3,038 kl
原 油換 算エ ネ ル ギー
使 用 量 の 合 計9

条 例 第 8 条 の 23 第 1 項
報 告 事 業 所 数

事業所

22.22 %

平均合計原単位改善率 %

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
利 用 事 業 所 数

2 事業所

地球温暖化対策報告書（その１）

学校法人 桜美林学園

事 業 者 番 号 A 3 2 8 0

事 業 者 の 氏 名
( 法 人 に あ っ て は 名 称
及 び 代 表 者 の 氏 名 )

事業所

理事長　佐藤 東洋士

合 計 延 床 面 積

合 計 原 単 位

合計二酸化炭素排出量

2018年度 2019年度

5,812.00

155,972.81

37.26290



（裏）

８　実績年度の目標達成の状況

９　提出年度の地球温暖化対策の目標

１０　地球温暖化対策のレベル

１１　事業者としての取組

１２　特記事項

（日本産業規格A列4番）

そ の 他

実 績 年 度 の
目 標 達 成 の 状 況

□ 目標達成した。

特記事項に内容を記載

%

%

%

有 ■ 無

合 計 二 酸 化 炭 素 排 出 量 削 減 率

合 計 原 単 位 改 善 率

再生可能エネルギー導入事業所率

全従業員に温暖化対策情報の提供

目 標 の 有 無 □

組織体制の
整備の状況

重点対策 その他対策

対策番号 対策名

A102 温暖化対策推進担当の配置 A113 推進担当者の知識向上・内部還元

対策番号 対策名

A101 地球温暖化対策の方針等の設定 A107 排出状況の整理・分析・提供

A111

取組方針

基本方針として下記を重視して、地球温暖化対策に取り組む
①普及啓蒙（省エネ意識の向上）　学生・教職員に省エネルギーに対する意識の向上お
よび取り組みの協力を呼びかけ、地球温暖化対策の推進に取り組んでいく。
②再生可能エネルギーの利用　既に導入済みの太陽光発電システムについて、積極的
な運用により再生可能エネルギーの利用を推進する。

重 点 対 策 の レ ベ ル 1



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

m3

1,873.0

0.439

10.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

9,581.0 0.251

37,610.1

18,604.0

2.4

8.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

1,041.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 540,754.0 9.28 5,018.2

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

kWh

0.489 264.4
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 2,128,745.0 9.97

0.0

燃
料
及
び
熱

都市ガス

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

□ L 800.0 39.10 31.3 0.019 2.2

21,223.6 0.489

0.0

251,788.4 45.00

□ L 0.0 36.70

11,330.5 0.014 565.0

□ kg 130.0 50.80 6.6 0.016 0.4

0.0 0.019 0.0

□ Nm3

推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1,872

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

10

総　計（④=②+③） 1,882

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当たり
の量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

42.6

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

■ □

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 970

6 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー発
電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

5 区 市 町 村 名0

事 業 所 等 の 所 在 地

所 有 形 態 ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 9

町 名 番 地
以 下

0 町田市

0.00.0 9.76 0.0 0.489

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

忠生4丁目14番地7

3

1年未満

4

□■

□

1年度分43,920.54 m2

－

燃料等の種別

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 町田キャンパス　東ゾーン

事 業 所 番 号 A 3 2 0 08 20 － 0



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

設 備 保 守 対 策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

D106

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

ボイラ等の定期点検の実施

D104 空調フィルターの清掃・点検

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

A202 温暖化対策推進担当の配置

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

m3

737.1

0.439

2.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

2,711.0 0.251

14,621.0

3,716.0

0.7

1.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

445.9

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 357,292.0 9.28 3,315.7

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

kWh

0.489 174.7
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 911,810.0 9.97

0.0

燃
料
及
び
熱

都市ガス

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

□ L 8,000.0 39.10 312.8 0.019 21.7

9,090.7 0.489

0.0

42,261.2 45.00

□ L 0.0 36.70

1,901.8 0.014 94.8

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ Nm3

推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 737

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 739

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当たり
の量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

45.1

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

■ □

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 377

6 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー発
電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

3 区 市 町 村 名0

事 業 所 等 の 所 在 地

所 有 形 態 ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 9

町 名 番 地
以 下

2 町田市

0.00.0 9.76 0.0 0.489

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

常盤町字25号3628番地1

1

1年未満

4

□■

□

1年度分16,313.71 m2

－

燃料等の種別

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 町田キャンパス　西ゾーン

事 業 所 番 号 A 3 2 0 08 30 － 0



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

設 備 保 守 対 策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

D106

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

ボイラ等の定期点検の実施

D104 空調フィルターの清掃・点検

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

A202 温暖化対策推進担当の配置

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

m3

329.2

0.439

2.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

2,963.0 0.251

6,599.6

2,963.0

0.7

1.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

218.9

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 141,971.0 9.28 1,317.5

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

kWh

0.489 69.4
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 447,575.0 9.97

0.0

燃
料
及
び
熱

都市ガス

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

□ 0.0

4,462.3 0.489

0.0

18,218.5 45.00

□ L 0.0 36.70

819.8 0.014 40.9

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ Nm3

推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 329

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 331

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当たり
の量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

34.4

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

■ □

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 170

6 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

■
再生可能エネルギー発
電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

5 区 市 町 村 名0

事 業 所 等 の 所 在 地

所 有 形 態 ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 9

町 名 番 地
以 下

0 町田市

0.00.0 9.76 0.0 0.489

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

忠生4丁目13番地6

3

1年未満

4

□■

□

1年度分9,536.47 m2

－

燃料等の種別

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 町田キャンパス　一粒・学而ゾーン

事 業 所 番 号 A 3 2 0 08 40 － 0



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

A202 温暖化対策推進担当の配置

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

m3

215.5

0.439

1.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

2,551.0 0.251

4,296.4

2,551.0

0.6

1.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

168.4

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 82,246.0 9.28 763.2

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

kWh

0.489 40.2
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 344,309.0 9.97

0.0

燃
料
及
び
熱

都市ガス

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

□ L 2,550.0 39.10 99.7 0.019 6.9

3,432.8 0.489

0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.014 0.0

□ kg 14.0 50.80 0.7 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ Nm3

推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 215

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 216

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当たり
の量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

24.1

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

■ □

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 110

6 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー発
電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

2 区 市 町 村 名0

事 業 所 等 の 所 在 地

所 有 形 態 ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 9

町 名 番 地
以 下

2 町田市

0.00.0 9.76 0.0 0.489

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

小山田町字八幡平3562番地1

1

1年未満

4

□■

□

1年度分8,889.77 m2

－

燃料等の種別

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 町田キャンパス　徳望ゾーン

事 業 所 番 号 A 3 2 0 08 50 － 0



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

A202 温暖化対策推進担当の配置

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

m3

106.5

0.439

2.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

3,608.0 0.251

2,071.1

3,608.0

0.9

1.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

46.9

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 46,155.0 9.28 428.3

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 39,832.0 9.76 388.8 0.489

kWh

0.489 22.6
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 96,001.0 9.97

19.5

燃
料
及
び
熱

都市ガス

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

□ 0.0

957.1 0.489

0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.014 0.0

□ kg 5,844.0 50.80 296.9 0.016 17.5

0.0 0.019 0.0

□ Nm3

推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 106

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 108

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当たり
の量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

37.4

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

■ □

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 53

6 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー発
電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

3 区 市 町 村 名0

事 業 所 等 の 所 在 地

所 有 形 態 ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 9

町 名 番 地
以 下

2 町田市

0.00.0 9.76 0.0 0.489

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

常盤町字26号3656番地3

1

1年未満

4

□■

□

1年度分2,827.85 m2

－

燃料等の種別

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 町田キャンパス　老実ゾーン

事 業 所 番 号 A 3 2 0 08 70 － 0



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

A202 温暖化対策推進担当の配置

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

m3

447.4

0.439

7.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

10,022.0 0.251

8,983.0

11,008.0

2.5

4.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

325.6

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 140,628.0 9.28 1,305.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

kWh

0.489 68.8
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 665,809.0 9.97

0.0

燃
料
及
び
熱

都市ガス

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

□ 0.0

6,638.1 0.489

0.0

20,238.9 45.00

□ L 0.0 36.70

910.7 0.014 45.4

□ kg 2,541.0 50.80 129.1 0.016 7.6

0.0 0.019 0.0

□ Nm3

推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 447

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

7

総　計（④=②+③） 454

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当たり
の量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

24.6

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

■ □

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 231

4 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

■
再生可能エネルギー発
電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

3 区 市 町 村 名0

事 業 所 等 の 所 在 地

所 有 形 態 ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 9

町 名 番 地
以 下

2 町田市

0.00.0 9.76 0.0 0.489

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

常盤町字25号3604番地1

1

1年未満

4

□■

□

1年度分18,151.91 m2

－

燃料等の種別

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 町田キャンパス　中高ゾーン

事 業 所 番 号 A 3 2 0 08 80 － 0



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

A202 温暖化対策推進担当の配置

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

m3

1,295.0

0.439

13.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

19,712.0 0.251

27,441.6

19,712.0

4.9

8.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

484.9

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 396,144.0 9.28 3,676.2

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

kWh

0.489 193.7
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 991,596.0 9.97

0.0

燃
料
及
び
熱

都市ガス

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（産業用以外の蒸気）

その他（）

□ MJ 9,679,734.0 1.36 13,164.4 0.060 580.8

9,886.2 0.489

0.0

15,883.1 45.00

□ L 0.0 36.70

714.7 0.014 35.6

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ Nm3

推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1,295

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

13

総　計（④=②+③） 1,308

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当たり
の量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

56.0

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

■ □

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 707

6 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー発
電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

3 区 市 町 村 名0

事 業 所 等 の 所 在 地

所 有 形 態 ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 2 0

町 名 番 地
以 下

0 多摩市

0.00.0 9.76 0.0 0.489

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

落合2-31-1

3

1年未満

6

□■

□

1年度分23,117.05 m2

－

燃料等の種別

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 多摩アカデミーヒルズ

事 業 所 番 号 A 3 2 0 08 90 － 0



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

設 備 保 守 対 策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

D106

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

ボイラ等の定期点検の実施

D104 空調フィルターの清掃・点検

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C109 空室・不在時等の空調停止

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

m3

744.8

0.439

1.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

2,577.0 0.251

14,946.5

2,577.0

0.6

1.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

381.5

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 223,732.0 9.28 2,076.2

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

kWh

0.489 109.4
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 780,183.0 9.97

0.0

燃
料
及
び
熱

都市ガス

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

□ 0.0

7,778.4 0.489

0.0

113,152.7 45.00

□ L 0.0 36.70

5,091.9 0.014 253.9

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ Nm3

推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 744

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 745

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当たり
の量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

44.8

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

■ □

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 385

6 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー発
電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

3 区 市 町 村 名0

事 業 所 等 の 所 在 地

所 有 形 態 ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 6

町 名 番 地
以 下

0 新宿区

0.00.0 9.76 0.0 0.489

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

百人町3丁目23-1

7

1年未満

9

□■

□

1年度分16,577.33 m2

－

燃料等の種別

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 新宿キャンパス

事 業 所 番 号 A 3 2 0 18 00 － 0



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

営業前後の客室不要空調の停止

４Ｓ（整理・整頓等）の実施CB37
省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C114 事務用機器を省エネモードに設定

C109 空室・不在時等の空調停止

CB21 バックヤードのこまめな消灯

CB27

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備


